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早 見 弘
1
この 書物は1961年4月,著 者が リスボソの 経済統計 研究 セ ソター(El
£en七rodeEstudiosEs七a七is七icaEcon6mica)でお こな った7回 の講義 に も
とつ いて書かれ ている。私は この コソパ ク トな一冊か ら,イ ギ リス連邦 お よ
び 自治領内 の低 開発諸国が,現 在直面 してい る多事多難な財政問題 の所在 と
著者 のす ぐれた分析力を うかがい知 ることがで きた。
著者は まず序章 で と り扱 うテーマと方法 を選択す る。対象 はイギ リス連邦
くり
お よび自治領に属する低開発諸国 とす る。 しか しこれ らの国々における地理
的 ・政治的諸条件は,き わめて差異に富む ものであって,簡 単に低開発国 と
い う用語の内容は規定できない。著者は個 々の特殊事情を捨象 して,低 開発
諸国に共通 した特色をつぎの ように 一ただ し⑦は第5章 で のべ て い るが
一 しめしてい る。
A.生 産面
(1)資本にたいす る人 口の比率が大きい,
(2)第一次生産物の比重が大き く,その品目が少ない,
(1)イギ リス連 邦(Commonwealth)は1963年2月現在,イ ギ リス をふ くめ て16
力国を数え,ほ か にイ ギ リス連邦 首相会議 に招待 され代 表 を送つ てい る自治連 邦
お よび 自治 州が3つ あ る。
矢野一 郎監修 「日本 国勢 図会(1963年版)」(1963年5月)p.17.および板 垣
与一 「アジアの民族 主義 と経 済発展」(1962年)p.58～6t.参照。
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(3)第一次生産物 に しめる生存維持 的構成要素が大 きい。
B.消 費面
(4)一人あた りの低所 得水準(ア フリカ諸国では年20～30ポン ド。イギリス・
本国では400ポンド),
(5)短期的な所 得変動率が大 きい(これはGNPに しめる輸出の比が大きく,.
その うえ輸出価格と輸出量の年平均変化率が高いことによる),
⑥ 人 口増加率 が 大 きい(年3%,これをこえる地域もある。日本はほほ1%).
(7)貨幣経済 の浸透 度が低 い(こ れをGNPに たいする通貨発行高をもつてし
めすと10～20%である。先進国では40～50%)。
ここであえて一人 あた り国民所 得 の成 長率 につ いて述べ ていないのは,コ
モ ン ウエルス各国について一様 な特色を しめ していないか らであ る。 ジャマ
イ カ,ケ ニヤ,ナ イ ジェ リアの高成長国 とモー リシャス諸島 の ように成長率
が5年 間に10%も下 が った ところ もあ る。著者は この相違を,土 地賦存度に
よるところが多 い と指摘 してい る。
以上の諸特色は,低 開発国におけ る財政の性格 を規 定す る。各国 とも一様
に長期 的な財政 支出増大傾 向があ り,し か もそ の増 加圧力は決 して弱 まって
い ない。それは人 口増加お よび都会化 の発達に よって,道 路 ・公営住宅 ・上
下水道 ・医療 お よび教育 な どの諸 給付 の,量 お よび質 の増 大が 必要 になって
い ること。植 民地 の独立 と人的交 流な らびに社会主 義体制 との対抗的 ・競争
的 自立心 の醸成 に よる国内の発展意欲の高揚。 さらに国連や 国際会議 ・国際
諸機関 に おけ る世界世論 の方 向が 低 開発地域 にむ け られ て きてい る ことな
ど。 これ らが諸国政 府の肩に積極的 な発展 の責任 をお くことにな ったのであ
る。 したが って ワーグナー流 の経費膨脹 の傾 向 とか マス グ レイ ブに よる社 会
的欲求 の所得弾力性 とい った抽象 的な把 え方 よ りも,政 治的選択に低開発国
の財政 支出増大 の主 因を求め るべ きであ る。 このよ うな要因は低 開発国 の経
費構造に現われ ている。先 進諸 国に比べて,軍 事 費が少な くそれ 以外の経常
的財貨 ・用役支出が大き く・政府の粗資本形式は先進国の4倍 の比重にも達
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す る。逆に振替支出は10%ほど低 くなっている。政府資本形成が大きいとい
うことは,上 述の要因か らみて 「デモンス トレーション効果が個人支出より
も政府支出にとって重要である」(p.20)ことがわかる。
いっぽ う,財政収入の性格ば どうか。上述の7つ の要因は制度的な低開発
状況 ともあいまって,財 政収入の構造を特色づけている。直接税が少な く間
接税が多いことは後述するが,短 期的な所得変動率が大きいとい う経済の不
安定性は,収 入構成の不安定性にも通ずる。天候不順による農産物収穫高の
減少は,輸 出税な らびに会社税収入に減少を もた らし,そ れは輸入税の減少
にはね返って くる。 また世界の銅相場の低落が鉱業会社にかけ られ る会社所
得税の減収をもた らすなど,長 期的な財政支出の増加を賄 うには,低 開発国
の収入構造は一見 した ところ悲観的様相をしめしている。
著者はここでいっそ う限定 したアプローチをとる。本書の主要部分はまさ
に収入調達政策あるいは狭義の財政政策について語 られている。す なわち各
種の租税および公債が,長 期的財政支出増加傾向にたいして,相 対的に どれ
ほ どの有効性をもつかについての検討をおこなっている。著者の租税政策に
ついての一般的見解は,所 得弾力的租税構造を低開発国に求めている。税収
の所得弾力性は財政 のビル トイン ・スタビライザーの決定要因であるが,こ
の要請はいわば所得税を中心とした租税の近代化にあるといってよいであろ
う。 しか し低開発国の所得変動の激 しさは所得が減少 したときに生ず る財政
収入 の比例以上の減少をもた らす危険がある。 また漸進的に税収の所得弾力
性を高めてい くとしても,勤労意欲 ・貯蓄意欲および危険負担意欲に与える
阻害効果との調和は,2章 以下で展開される多面的分析か らみて,低 開発諸σ
国にきびしい試練を要求す ることになる。
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第2章 直接税の役割は,個 人所得税 ・支出税 ・会社所得税および資本税が
それぞれ長期的な経費の増加傾向にたい して,ど れほ ど有効な財源た りうる
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か を論ず る。 低開 発諸国の 特長 として 直接税が 中央 政府収入 に しめ る比重
は,先 進国 よ りは るかに低 い(1959年国連統計によると55力国内,20%以下が25力
国ありそのほとんどが低開発国である。いつぼう,50%以上の先進国が6力 国ある)。
この低 い比重 しか もたない直接税のなかで,先 進国では中核 的地位 を しめ る
個人所得税 は,低 開発国においては上記の特色に もしめ され るよ うに,多 数
の自給 自足的農民の存在,所 得発 生的取 引の不振,所 得の査定 ・徴税機構 の
障害 な ど,税 源の不足に 加えて 行政上 の 困難に よ り,き わ めて 悲観的 現状
であ る。低 開発諸 国の多 くは アメ リカ型 かイギ リス型 か,い ずれか の制 度に
な らって所得税を創設 していて も,政 治勢力 のバ ラソスいかんに よって,必
ず しも徹底 した税務行政 をお こなっていない とい うにいた っては,所 得税 の
前 途はいっそ う暗い といわ な くてはな らない。 これ らは税率や諸控 除の操作
以前 の問題であ るところに,低 開発国の基本的未成熟 さが あ る。
ニ コラス ・カル ダー教授 の提 唱に よって,イ ソ ドお よびセイ ロ ンで 創設 し
ゼユラ
た支出税は,所 得税 よりも貯蓄に有利な代替効果をもち,申 告書の連関的チ
ェックに よって高所得階層の浪費を抑え,脱 税防止に役立つ とい う利点をも
つといわれているが,そ の実効は必ず しも大きくはなかろ う。第一に支出税
と所得税の同額負担は,前 者が貯蓄に有利であるとはいっても,現存の諸税
.に積み重なったものであれぽ所得効果は逆に働き,か えって貯蓄を減少 させ
るか もしれ ない。第二に二つの税を同額負担 させて,そ れ らの相対効果をみ
る方法は,貯蓄効果だけでな く勤労意欲 ・危険負担にあたえる効果をふ くめる
と総所得の減少をもた らし,平均貯蓄性向は高 まって も絶対的貯蓄水準が高
まるとはいえない。 しかし第三に支出税が騨 税であったときにのみ・おそ
らく貯蓄への代替効果は有利であろ う。学者の机上の理想案がただそれだけ
に終わ らずに,現 実の税制にとり入れ られた ことは興味ぶかいが,高 所得層
に貯蓄が集中することは資本の集中をもた らし,こ れに対す る補完税を創設
あるいは強化することはきわめて苦痛の多いプロセスである。 これ らを考え
(1)NicholasKaldor,AnExゆen4itureTαx(London:G.Allen&Unwin,1955).
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ると,イ ンド,セイ ロソのテス ト・ケースは,も っと時間をかけて見守 らな
くてはな らない と結ぶ。
直接税のなかで比較的有望なものは,会 社所得税である。徴税が容易であ
ること,会社 自身は投票権を もたないため政治的反対が弱い ことを理由とす
る。 しか し会社税にた よるのは矛盾に満ちた制約がある。 会社利潤のGNP
に しめる比重は小さいし,税 率を高 くす ると投資を抑圧するばか りでな く,
新企業の参加を遅 らせ独占の非効率をまね くか もしれない。さらに外国資本
の逃避,輸 出の変動による会社税収入の不安定といった危険も見落とすわけ
　　ラ
にゆかない。 しか らば資本課税は どうか。H.ウォル トの研究によると,低開
発 国には多数の資本 とくに土地課税形態があるが,そ の比重はきわめて小さ
い。地租をかける場合には土地所有権の確定,課 税標準の選択,再 評価の実
施方法などの諸点が解決されな くてはな らないが,低 開発国には耕作権があ
っても所有権がな く,逆に所有権があっても一本の樹木を数人で共同に所有
す るといった地域においては,わ が国の地租が明治前期にはた した役割のよ
うなわけにはいかない。 こうしてみると直接税には現在のところあまり多 く
の期待はかけ られない。しか しhopelessともいえない。 それはアフリカ諸
ぐ　ラ
国にあ るよ うな人頭 税や所得 ・身分を課税標準 とす る大 ざっぱ な地方税が,
今後 の直接税の発達に基礎をあたえてい るか らで あ る。
第3章 間接税 の役割 も前 章 とおな じテーマの もとで論 じられ る。 ここには
輸入税 ・輸 出税 ・MarketingBoard・消費税 ・売上税お よび公益事業 の料金
についての簡潔 な説 明がふ くまれ る。輸出入税 の収入 は,低 開発 国の貿易形
態 お よび徴税 の容 易 さもあ って,税 収比が60～70%に達 している国が多 い。
しか しこの比重 は現在 の ところ限界 にきてい る もの とみ られ る。そ の技術的
理 由 として輸入税 につ いて は関税改訂 の 自由が ガ ッ トな どの国際協定に よっ
(1)HaskellP。Wald,Tα 纏 加ofAgriculturalLanainUndeT伽elopedEconomy
(Cambridge,Mass.:HarvardUniv.Press,1959).
(2)cf.JohnF.Due,``TheAfricanPersonalTaxノ'NationalTax∫ournal,
Vo1,XV,No.4(Dec.,1962),pp.385-98.
一140一 商 学 討 究 第14巻第2号
て制約されていること,従 量税をとる品目が多いため従価税に移行す るにば
行政的 ラッグがともな うこと,税 率を高 くすると密貿易を激化 し税収減少の
恐れがあることなどによる。経済的理 由としては,需 要の所得弾力性の高い
品目に重課するとい う要請が,輸 入品のみならず代替的国産品への需要をも
減少させて しまうこと,ま たこの要請は所得の減少比以上の税収減をもた ら
すばか りでなく,税率の上昇がイ ンフレ要因とな る危険もある。輸出税は国
内生産物の差別課税 とな り,非課税品 目の生産が密貿易におち入 りやす く,
前者は生存維持的生産に逆行 して しまうか もしれない。さらに国際価格の変
動に よってこの税収の安定性は保障されない。 しか らぽ輸出品の価格 支持政
策をとった らどうか。 この政策をとるのがガーナ,ナ イジェリア,シ エラー
レオネ,ガ ソビア,ウ ガンダ,ナ イアザラン ドなどのアフリカ諸国であ り,
独 占的準政府機関であるMarketingBoardがその掌にあたる。 ここでの問
題は買入れ建値を輸出港渡 しできめるのと,生 産地渡 しできめるのとでは,
生産形態に異なった波及作用を もつことの指摘と,Boardの剰余金の性格
である。 シエラー レオネの例では最近12年間に剰余 の生 じた年 が9年 もあ
り,そ の額も政府収入の38%にも及ぶ年があった。このように慢性的黒字と
もいえる事態は,課税権をもたぬ委託機関であるはずの当局が,実質的には生
産者に課税 しているに等しい。もしこの剰余金の蓄積を現在の制度のもとで
擁護 しようとす るな らば,当 局者は剰余金の原因とその必要性について明確
な説明をあたえる必要があると批判す る。内国消費税および売上税について
は,国 産品の品目お よび流通機構の貧困が原因となって税収が少ないばか り
でな く,国内産業の育成のためには実 り多い租税 とみ るわけにゆかない。公
益事業料金問題は,す でに費用逓減産業における限界費用価格決定が もた ら。
す非効率 として理論的には周知の問題であるが,公 益事業の赤字はイギ リス
国有化産業のきわめて贅沢な先例にみ られるように,独 立採算制を とっても
政府経営 としても悩みの種 となるであろ う。著者はで きるかぎ り平均費用を
カバーす るような料金を とるか,直 接政府事業 とすべ しとい う明確 な判断を
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各個のケースについてもつべ きであろ うとい う。
第4章 は 負の租税 としての交付金 ・補助金 および諸控除の問題を とり扱
う。所得税における扶養控除は社会政策的見地 とくに人口政策の立場か ら論
じられる。 ここでイギ リス型の扶養者にたいす る定額所得控除と,フ ラソス
型の除数方式 とを比較す る。そ して結論は扶養者の少ない高所得層に有利 と
なる後者を推 している。低開発国の人 口増加は,発 展の阻害要素といわれて
いるが,ミ ー ド教授がモーリシャス諸島の調査にもとついて,3才 以上の子
供には控除をあたえない とい うドラステ ィヅクな主張を した ことが注 目され
る。社会保障制度は世界的要求として低開発国にも創設す るとした場合,失
業 ・疾病などの給付事項の定義はとくに困難である。そのため著者は金銭給
付 よりも物的給付をあたえ,生 活基準を引きあげるほ うが よい と説 く。社会
保障給付の財源は,企 業者な らびに被用者の定額負担かあるいは累進的負担
かが問題になるが,労 働使用的方策 としては後者が よく,いずれ も大差がな
～・状況においては一般財源をもって支給すべ しとい う。企業への政府援助 と
して,と くに労働使用的投資の刺激 とい う目的か ら,加速償却方式 ・投資費
用への比例補助金 ・免税期間の設定および原料 ・資本設備輸入税の免除また
は保護関税などの相対的効果が検討され る。
第5章 公債政策の一章は植民地時代 と独立国 となった現代における金融制
度 の検討か らは じまる。かっては貿易差額の100%スター リング残高を準備
として植民地の通貨発行高が限定されていたが,現 在では25%の自国証券準
備 発行を認めているところが多い。また中央銀行 も新たに設立 され,従 来輸
出入金融を主 としていた植民地銀行に対する統制力を行使できる体制はで き
あがった。 しか しいずれにせ よ新制度の実質的効果はいまのところ大きくは
ない。この理由は貨幣経済の浸透度の低位 とい うことばか りでな く,国際収
支が低開発国の国内政策を左右す るほど影響の大きな経済構造をもっている
か らである。 このような体制 のもとでは,公 債操作による財政政策の余地が
少ないばか りか,も ともと有効需要振興のための公債政策は低開発諸国では
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場違いです らある。もしこれを安易におこな うとイ ンフレーショソの危険を
は らむだけでな く,外資導入 ・海外借款にも悪影響をお よぼす ことになるで
あろ う。では弾力的収入政策の財源 としてはなにに求めるべ きか。i著者は所
得弾力的租税構造に よって,好 況期に生 じた歳計剰余金の活用を示唆 してい
る。
最後の二章は低開発国の 経済計画に おける予算 ならびに財務行政 の問題
と,連邦財政の諸問題である。著者の関心は低開発国の財政をみ るときに不
可欠な制度的条件に もお よび,前 章 までの収入政策の効果分析をいっそ う内
容のあるものにしている。とくに興味ぶか く思われ るのは,終 章の連邦財政.
にかんす る一章である。低開発諸国では行政機構として連邦制度を採用する
ものが多い。先進諸国の連邦制度 との違いは,低 開発国が権限移譲による連
邦主義(FederalismbyDevoluion)をとるのにたい して,先 進国は統合に
よる連邦主義(FederalismbyAggregation)にもとめ られ るとい う。さて
この権限移譲による連邦主義は,経 済計画の実施面に対 して どの ような規模
の経済をもた らすであろ うか。著者はここで連邦制 と単一国家 と独立国家群
の三つを とりあげ,比 較制度論的考察を試みる。前二者は中央政府 と地方政
府の独立 と協同の程度,管 轄地域の大 きさによって制約されるとしても,経
済計画の制度的基礎 として大差はない。独立国家群で も,そ の間に関税同盟
・労働の移動を認める協定があれば,連 邦制 に劣 る ともいえない。結局分
ところ一般的にはいずれの制度を最良 とす ることもできず,各 国それぞれの
歴史や国情に応 じた判断がなされな くてはな らない。連邦制を とっている諸
国の財政問題は,財 源配分問題である。中央政府が黒字,地 方政府が赤字で
あるところが多 く,その原因は輸出入税 ・会社所得税が中央政府所轄である・
こと,地 方政府の経費増加率が大であることによる。 これにたいす る交付税
の配分基準(課税標準の発生主義によるもの,人口その他を基準とするもの,連邦税
付加税の創設など)の検討ののち,一 般的に連邦制の本 旨である政府間の独立
と協同の調整を破 らない範囲で解決 しな くてはならぬであろ うとい う。
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以上のように,本 書の内容はきわめて多岐にわたる問題をとり扱っている
ぽか りでな く,どの一節を とってみて も圧縮 された形で説明されている。 こ
の二点か らもわれわれは著者の関心の広 さと分析力の深 さを知 りうるのであ
るが,とくに低開発国における制度的諸条件にむけている著者の理解には,現
在のイギ リス経済学界が低開発国問題にそそ ぐ底力といった ものを感ずるこ
ほ ラ
とができる。著者の分析方法は,2年 前に出版された好著 『財政の理論 と実
し　ノ
際』における租税政策の相対的効果の検討な らびに記述的制度分析と異なる
ところはないといえるであろ う。しかし前著では必ず しも融合的であった と
はいえない 「理論と実際」'が,本書では低開発諸国とい う,現実を無視 して
はとり扱えない対象に限定 した ことによって,理 論分析の応用性を十分に と
りいれかつ成功 しているといってよいであろ う。
i著者が低開発国に求めた租税政策は,所 得弾力的租税構造の採用にあっ
た。 この政策は経済の安定あるいは国民所得成長の恒常性を維持す るために
は一応有効性をもつ といえる。 しか し問題はどの程度の有効性をもち うるか
とい うことと,経 済の安定を維持するためには租税政策のみならず経費政策
も同時に所得変動を緩和する構造をもたな くてはならない とい うところにあ
る。有効度の判定は財政のビル トイ ン ・フレキシビリティの定式 として,国
民所得にたいす る租税負担率,税 収の所得弾力性および限界消費性向によっ
て示 される。税収の所得弾力性は,税 率の課税標準弾力性 と課税標準の所得
の ノ
弾力性および課税標準の異時的相対比率に分解で きる。 したがって著者が真
(1)最 近 の す ぐれ た 業 績 と して,UrsulaK.Hicks,-DevelopmentfromBelow'
五〇calGovemme%'anaFinance伽DeveloPin8Coun〃iesoプtheCommonu】ea〃h
(London:OxfordUniv.Press,1961)を 忘 れ る こ と は で き な い 。'
(2)PztblicFinanceinTheoryandPractice(London:Weidenfeld&Nicholson,
1960).本書 の 理 論 的 側 面 に つ い て は,拙 稿 「A.R,プ レ ス ト著 「財 政 の 理 論 と
実 際 」 」 「商 学 討 究 」 第11巻3・4号(1961年3月),Pp.121-40.
(3)RichardA・Musgrave,TheTheoayofpublicFinαnoe(NewYork:McGraw-
Hl11,1959),PP.505-10.〔木 下 和 夫 監 修 「財 政 理 論 」di,PP,758-64.〕
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に所得弾力的租税構造を低開発諸国に求めるな らば,こ れ らの諸要因の一つ
一つを実証 し,そ れに もとついた効力の判定をおこなったほ うが,い っそ う
政 策の提案 としては迫力があったであ ろうと思われ る。経費政策における自
動 的伸縮機構は,財 政による経済の安定化にとって,租 税政策 とな らんで重
要 な要因である。 とくに財政が ビル トイ ソ・ス タビライザーの役割を果たす
ためには,赤 字予算および黒字予算のみでな く,政府の限界支出性向が社会
く　　
の限界消費性 向より小さい ことが必要であるとされている。著者は経費政策
における伸縮的機構についてはまった くふれていない。
この ような観点か ら本書をふ りかえるとき,実 のところ所得弾力的租税構
造の構築 とい う問題は,著 者の租税政策にたいす る基本的見解であって,本
書の狙いはむ しろ低開発諸国における税制の現状 とその近代化のためには,
いかに困難な道を辿 らな くてはな らないかをわれわれに伝えるところにあっ
たといい うるであろ う。この意味では類書の少ない低開発国の財政研究にと
って貴重な一冊であるといってよかろう。繰 り返 していえば,私 は本書か ら
多事多難 な低開発国の財政問題の所在 と制度的低開発性のもとにおける理論
分析の有効性 とい う視点か ら,数多 く教えられ るところがあった。
(38。7●24)
(1)林 栄 夫 「ビル トイ ソ ・ス タ ビライザ ーの条 件 と 日本財 政 の運営 方式」鈴木武
雄先生還 歴記念 論集 「経 済成長 と財政 金融」(1962年)所収,pp・156～71.
